
計画 4年目

6

11

28

貧困 飢餓 保健 教育 ジェンダー 水・衛生 エネルギー
経済成長・

雇用

インフラ・産

業化・イノ

ベーション

不平等
持続可能

な都市

持続可能

な生産と消

費

気候変動 海洋資源 陸上資源 平和

実施手段・

パートナー

シップ
1 1 1 1

単位 達成率

千万円 866 (2018) 1,204 950 126.7

％ 33.4 (2019) 40.8 (意識調査'23) 40 102

件 46 (2019) 51 50 102

単位
進捗状況

評価

人 57 (2019) 104 107 (累計) A

ha 57.5 (2019) 72.7 82.5 (累計) C

ha 5 (2019) 37.5 25 (累計) A

事業 コスト

縮小 縮小

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

拡充 現状維持

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

縮小 縮小

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

縮小 縮小

現状維持 現状維持

基本目標 活力と賑わいのある自立したまち

基本施策 多様な産業の活力あふれるまちづくり

施 策
総合

戦略
農業の活性化

ＳＤＧＳ

と の 関 連
(目標)

成果指標

指標名 現状値(年度) 実績値 目標値(2025) 達成率の主な要因等

農業産出額 2023年実績　果樹の生産が好調のため

「農業の活性化」の満足度

年間就農相談件数
2023実績　各種新規就農の取り組みが

効果を上げているため

評価者

施策評価

シート

評価対象年度　 2024年度 この施策を記入する課等 農林課/道路河川課/農業委員会事務局

評価者

施 策 の

目指 す姿
須坂の土地や気候を活かした付加価値の高い農業が活発に行われ、市内外から新規就農する人が生まれるまちを目指します。

産業振興部長 担当者 農林課長 担当者 農業委員会事務局長

まちづくり推進部長 担当者 道路河川課長 担当者

進捗状況の主な要因等指標名

2024実績　補助金等を活用した解消が

進んでいる一方、耕作条件が悪い畑は解

消が難しい。

特に果樹等の生産地として知名度が浸透

したため

新規就農研修給付金給付者数

耕作放棄地解消面積

2024実績　各種会議等を活用し制度の

周知がすすんでいるため、当初目標を上回

る効果を上げている。

中間管理事業を活用した農地の集約集積面積

2024実績　きめこまやかな相談などの取り

組みが効果を上げている。

農業振興対策事業 高い 有効 変わらない
果樹を中心とした農業の振興及び農地の維持のため、引き続き市による取り組みを進める必要があ

る。

Ⅱ　有効性 Ⅲ　効率性 評価コメント 今後の方向性

◆鳥獣被害防止対策事

業
高い

施策に関連する主な事務事業の評価

事務事業名(◆実計) Ⅰ　必要性

プ ロ セ ス

指 標

現状値(年度) 実績値 目標値(2025)

中山間施設管理事業 やや低い 有効 変わらない
施設の利用状況はそれぞれ濃淡があるが、市で管理運営する必要がないと思われるものについては

地元への譲渡又は廃止を検討していく必要がある。

大変有効 変わらない
電気柵による農作物の被害軽減が効果を上げているが、老朽化や地域住民の高齢化による管理

負担の増大が課題となっているため引き続き取り組みを進める必要がある。

◆農業後継者対策事業 高い 大変有効

産地ブランド推進事業 高い 有効 変わらない

◆遊休農地解消対策事

業
高い 有効 変わらない

これまで交付金等を活用し販路拡大事業等を行ってきたが、交付金終了後においても市農産物の

ブランド化について、引き続き可能な限り取り組んでいく必要がある。

中山間地域など遊休農地に対する課題は経済性だけでは解決できないため、引き続き市が主体

的に取り組んでいく必要がある。

農業経営基盤強化対策

事業
高い 有効 変わらない

担い手への農地の利用集積など基盤強化に一定の効果をあげており、引き続き市で取り組みを進

めていく必要がある。

変わらない
新規就農者は増加しており、今後の農業担い手育成のためにも引き続き市で取り組みを進めていく

必要がある。

畜産総合対策事業 やや低い 有効 変わらない

◆農業施設整備事業 必要不可欠 有効 変わらない
老朽化した施設の維持更新は農業に不可欠であるため、今後も地元と共同して取り組みを進めて

いく必要がある。

畜産農家の減少に伴い、近隣市町村と共同して効率的な対策を進めていく必要がある。

◆農道改良事業 高い 有効 変わらない 地元の要望を調整して事業を実施する。

◆水路改修事業 高い 有効 やや向上 地元からの要望が多いため優先度等を考慮して実施する。

◆基盤整備促進事業 普通 普通 変わらない 地元要望や事業の対象となる箇所が無いため事業を縮小する

◆農道・水路補修事業 高い 有効 向上 地元からの要望が多いため緊急性の高い場所から事業を実施する。

農業委員会運営費 必要不可欠 大変有効 やや向上
高齢化や不在村地主などの増加に伴い、不耕作農地が増加している。地元農業委員や推進委員の農地相談の増

加、複雑化が顕著。また相続登記の義務化や農地法の改正により、農地事務量の増となっている。



縮小

現状維持

現状維持

現状維持

現状維持

「目標達成に向けた取組内容」の成果と今後の方向性

（指標等の分析から、各取組の成果（目指す姿へ向けての寄与度・効果）と課題（現在地）を記載）

高品質・付加価値の高

い農産物のPR

須坂市産果実の中でもぶどうを中心に観光部局と連携し、県

内外での農産物のPRの実施やWEBを活用した広告掲載等

により、高品質な果樹の生産地であることをPRした。

ぶどうだけでなくりんごやもも、プルーンなど須坂産果樹全体が高

品質でおいしいということを訴えていきたい。消費者に須坂産ブ

ランドと認識してもらえる仕組みの構築が課題

主力品目であるぶどう以外のももやプルーンなどのPRを強

化することで、果実全体のさらなるブランド力の向上を図

る。伝統野菜においては、地産地消の推進による普及。

拡充

有害鳥獣被害対策の

推進

鳥獣被害対策実施隊を新たに組織し、捕獲体制のさら

なる強化を図ることができた。

老朽化した電気柵の更新や緩衝帯の再整備が必要。さらに高齢化

により電気柵維持管理の担い手不足が問題である。また、「鳥獣の保

護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律」の一部改正への対

応や放置された果樹や野菜を無くす啓発が必要。

電気柵の未設置区間への設置と並行して、老朽化した電気

柵の更新を進める。併せて廃果等の適正な管理について啓発

活動を行う。職員・隊員の安全対策、AIを活用した有害鳥獣

の監視装置などの研究

取組分野

成果 目指す状態・指標達成に向けた課題 課題解決に向けてやるべきこと

（今後の方向性）

基盤整備の推進
揚水施設の改修工事を行い、用水の安定供給と営農の

効率化を図ることができた。

水路等の老朽化に伴い長寿命化計画に沿って改修し、

地元要望を中心に高齢化や新規耕作者に対応した生産

基盤の整備が必要。

農業振興を図るため、八木沢沖ポンプの更新など引き続

き農業生産基盤の整備を進める。整備により生産性を高

め、農業経営の合理化・安定化を図る。

次世代型農業の研究
スマート農業の推進を図るため補助金を交付し、普及を

図った。

本市の主栽培である果樹栽培においてスマート農業の技

術進展が遅れている。

JAながの、長野農業農村支援センターと連携し、情報共

有し、有効な技術があれば普及を図る。

耕作放棄地解消対策

の推進

農地バンクを活用した農用地の貸借が図られ、農地の利

用権による流動化がなされた。また、遊休農地解消対策

補助金の活用により遊休農地の解消を図った。

遊休農地解消補助金の有効性の検証、農地バンクの制

度の一層周知を図る。農業委員会と連携し、各種交付

金交付組織等により遊休農地の解消を進めていく。

農業委員会と連携し2024年度中に策定した地域計画や各

種交付金活用組織と連携し、遊休農地を増加させないことや

解消を進める。遊休農地の洗い出しや遊休農地化する前の新

たな引き受け手への流動化。

グリーンツーリズムなど体

験・交流型農業の推進

観光協会との連携により、大阪からの農村体験学習など

の受け入れを行った。農業体験は海老名市からのツアー

１件。

当初想定ほどの需要がないが、要請があった場合は１日

200名程度の修学旅行生の農業体験が受け入れできる

ような体制を整えることが必要である。

計画策定時に想定したほど農業体験の需要が高まってい

ないため、事業の内容を再検討するとともに、観光協会と

の連携などについても見直しを行っていく必要がある。

引き続き須高家畜防疫協議会と連携し、家畜伝染病の防疫

に努める。そのさと有機センターを今後どうしていくか検討してい

く。須坂市が担っている須高家畜防疫協議会事務局につい

て、須坂小布施高山での輪番制を検討する。

縮小

農業後継者対策の推

進

里親農業者を確保し就農しやすい環境を整え、里親研

修生を確保するとともに、各種支援事業を有効に活用し

農業後継者確保〈主にぶどう〉ができた。

ぶどう以外の作物や中山間地域などの担い手が不足して

いる。またぶどう果樹園の不足やぶどう価格が低下した場

合に対応するため経営の効率化、複合化などを支援する

必要がある。

引き続き新規就農者確保のため、WEB就農相談会への

参加や首都圏での相談会に積極的に参加していく。

経営の多角化、複合化により、ぶどう以外の作物の担い

手確保を進めていく。

拡充

家畜防疫対策の促進

須高家畜防疫協議会を組織し家畜の法定伝染病予防

及び防疫事業等を実施した。

家畜伝染病について、市内での発生はなかった。

畜産農家が減少していてる中で、そのさと有機センターが

建設から20年が経過し老朽化が進んでいる。

現状維持

労働力の確保

無料職業紹介事業やスマホアプリ「一日農業バイトデイ

ワーク」の利用促進により農業サポーターの確保に努めて

いる。農業サポーター傷害保険料を負担した。

女性の社会進出や、少子高齢化により、繁忙期の労働

力の確保が以前と比べ困難になっている。

引き続き農業サポートセンター制度を市民に周知し、人

材確保に努めるほか、スマホアプリの周知を行い人材確保

に努める。

現状維持

農業経営者対策の推

進

認定農業者、新規就農者の認定等、中心的経営体への支

援を実施した。経営安定のため収入保険への加入を促進する

ため補助金を交付した。農業制度資金の利子補給を行った。

農地の整備等、効率的な農業経営を促進する必要があ

る。

引き続き認定農業者、新規就農者等の中心的担い手へ

の農地の集積や、講習会等を実施し、情報提供に努める

とともに、市単独の支援は継続していく。

A:順調

手段の最適性

●市が関与する必要性

●市民ニーズとの整合性

●目的への寄与度、貢献度

●事業内容・構成の妥当性

・農地の保全、効果的な土地利用の観点から市が関与する必要がある。

・農地の維持という面から、人口減少、少子化高齢化などによる農業の担い手減少に対応していく必要がある。

・ブランド化により地元産農作物の価格が高値に位置し、「稼げる農業」が実現している。

・事業内容は概ね適正だが、目的がニーズとあっていない事業は積極的に見直していく。

経営資源の配分

(優先順位づけ)

●コスト削減の方向性

●事業の重点化、重心化

・各種団体事務局、補助事業の整理（ニーズに合わないもの）、所管施設等のあり方の見直し等、事業の見直しによるコストの削減

・就農人口の確保のため新規就農者をはじめとする担い手の育成・支援や好調なぶどう以外の果樹振興への支援に対しては積極的な配分

をしていく

役割分担の妥当性
●共創のまちづくりに向けた多

様な主体との連携、方向性

農地の流動化、保全管理では農業委員会をはじめ地域の農業組織等と引き続き連携を図るほか、電気柵設置町区を単位とした地元電気柵維持管

理組織による電気柵の維持管理のほか鳥獣被害対策実施隊等の関係団体と連携した鳥獣被害への対策など、関係各団体等と引き続き連携を図っ

ていく

SDGｓの視点
●該当ゴールへ向けた方向性

●社会・環境・経済の調和
環境への負荷減少を図ることからも、更なる地産・地消、環境保全型農業の推進が必要

施策の総合評価／今後の方向性

進捗状況

(ベンチマーキング)

●施策の進捗状況(要因)

●目標達成度

（施策の進捗状況）
ぶどうをはじめとした須坂産果物の評価が高まった結果、ふるさと納税の返礼品としての人気が高まりブランド化が進んだ。

今は順調だが、今後、毎年一定程度の就農者はいるが、担い手の減少がさらに進むことが想定される。



計画 4年目

6

11

29

貧困 飢餓 保健 教育 ジェンダー 水・衛生 エネルギー
経済成長・

雇用

インフラ・産

業化・イノ

ベーション

不平等
持続可能

な都市

持続可能

な生産と消

費

気候変動 海洋資源 陸上資源 平和

実施手段・

パートナー

シップ
1 1 1 1 1 1

単位 達成率

ha 1,138.15 (2019) 1,373.08 1,400 98.1

単位
進捗状況

評価

ha (2019) 20 (累計)

事業 コスト

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

基本目標 活力と賑わいのある自立したまち

基本施策 多様な産業の活力あふれるまちづくり

施 策 森林の保全・活用

ＳＤＧＳ

と の 関 連
(目標)

成果指標

指標名 現状値(年度) 実績値 目標値(2025) 達成率の主な要因等

間伐整備の実施面積
2024実績　補助金を活用し、間伐が推

進されている。

評価者

施策評価

シート

評価対象年度　 2024年度 この施策を記入する課等 農林課／道路河川課

評価者

施 策 の

目指す姿
適切な森林の育成管理と基盤整備により、森林を社会全体の「緑の財産」として次の世代に引き継ぐまちを目指します。

産業振興部長 担当者 農林課長 担当者

まちづくり推進部長 担当者 道路河川課長 担当者

進捗状況の主な要因等指標名

経営管理権を設定した森林面積
経営管理権を設定せず、既存の森林整備

の手法としたため。

林業振興対策事業 必要不可欠 有効 変わらない 森林の機能維持を目的として引き続き補助金の活用をしながら森林整備の必要性の啓発を行う。

Ⅱ　有効性 Ⅲ　効率性 評価コメント
今後の方向性

松くい虫防除対策事業 必要不可欠

施策に関連する主な事務事業の評価

事務事業名(◆実計) Ⅰ　必要性

プ ロ セ ス

指 標

現状値(年度) 実績値 目標値(2025)

市有林維持管理事業 必要不可欠 有効 変わらない 市有林であるため市が主体となって取り組んでいく必要がある事業である。

有効 変わらない 臥竜公園をはじめ景観や山林保全のため引き続き国県の補助を受けながら防除対策に務める。

市単治山事業 高い 有効

林道管理事業 高い 有効 変わらない 林産業や観光に利用される林道の継続的な維持管理を実施する。

間伐対策事業 高い 有効 変わらない 健全な森林維持のため、間伐等の森林整備は必要な事業である。

変わらない
予算規模が小さく治山という面では効果が期待できない。大規模な対応をとる場合は県や国が主

体となる事業が必要。



現状維持

現状維持

現状維持

現状維持

「目標達成に向けた取組内容」の成果と今後の方向性

（指標等の分析から、各取組の成果（目指す姿へ向けての寄与度・効果）と課題（現在地）を記載）

森林経営管理制度の運

用

八町地域において、森林経営意向調査の事前準備事業（所

有者の特定、施業履歴等)、及び、森林経営意向調査のため

の林分調査等事業(立ち合いによる調査及び周辺測量等)を

実施。

森林事業者との緊密な連携を図り、間伐、再造林へとつ

なげ森林整備を進める必要がある。

森林経営管理制度による森林整備を計画的に進める。地域

林政アドバイザーにより森林経営管理の意識調査事前準備に

対する指導、助言をえて地域林政活動を推進する。

現状維持

間伐事業の推進と間伐

材の活用

間伐対策事業補助金を交付し、間伐を推進した。

（2024年度 67.31ha）

間伐の施業者に対し、国、県補助金に嵩上げ補助をし、

森林の持つ公益的機能の確保と維持育成が必要であ

る。

間伐を適切に実施するため事業に対する補助を継続的に

実施し、健全な森林の育成を支援する必要がある。

取組分野
成果 目指す状態・指標達成に向けた課題 課題解決に向けてやるべきこと

（今後の方向性）

治山事業の推進 実績なし
人家が近い個所が優先され、山間の土砂流出の恐れがあ

る個所は優先度が低くなり採用されにくい。

保安林以外の民有林等の自然災害に対する予防治山と

災害箇所の復旧治山を早期に保全する。

松くい虫などの防除対策

の推進

被害予防のための地上散布と被害木伐倒駆除を行った。

地上薬剤散布　臥竜山他　2回

被害木伐倒駆除　222本（320m3）

毎年度、伐倒駆除等を実施しているが、被害を完全に撲

滅することは難しい状況である。

国や県の補助事業を活用しながら予防と被害木の駆除に

より被害拡大防止が必要である。

森林の保健機能の増進
坂田山の遊歩道整備や、遊歩道、作業道の刈払い、雑

木伐採を委託。

坂田山共生の森の間伐材を使用した丸太階段の老朽化

箇所が多くあり整備の必要がある。

市民や市外の方が訪れて、里山に親しむ場所を提供する

など、里山の利活用を推進する。

B:概ね順調

手段の最適性

●市が関与する必要性

●市民ニーズとの整合性

●目的への寄与度、貢献度

●事業内容・構成の妥当性

・森林の持つ多面的な機能を維持するためには適正な管理が必要である。

・森林所有者が所有する森林を継続的に管理するには行政の支援が不可欠。

・森林事業者との緊密な連携を図り、間伐、再造林へとつなげる森林整備に取組んでいく必要がある。

・離れ山や坂田山等、里山地域住民の参画により里山の整備・利活用が進められた

経営資源の配分

(優先順位づけ)

●コスト削減の方向性

●事業の重点化、重心化

・森林の機能は地球温暖化防止のみならず、災害防止や水資源の涵養等につながるため、森林環境譲与税等の活用や、地域林政ア

ドバイザーの指導、助言等から森林資源の適切な森林整備やその促進に関する事業を推進する。

役割分担の妥当性
●共創のまちづくりに向けた多

様な主体との連携、方向性
・離れ山や坂田山等、市民や市外の方が訪れて、親しまれる場所の提供など地域住民の参画による里山の整備・利活用を推進する。

SDGｓの視点
●該当ゴールへ向けた方向性

●社会・環境・経済の調和

・森林は「社会」「環境」「経済」の課題を解決する大切な資源で、持続性への危機意識から森林・林業・木材利用に関わる事業に注目

が集まっているので、森林整備や林業の活性化を図っていく。

施策の総合評価／今後の方向性

進捗状況

(ベンチマーキング)

●施策の進捗状況(要因)

●目標達成度

（施策の進捗状況）
森林整備及びその促進に関する事業を実施し、健全な森林の育成管理を図った。次年度も森林保健機能の増進

や、間伐事業の推進等により、適正な森林の育成管理を行う。



計画 4年目

6

11

30

貧困 飢餓 保健 教育 ジェンダー 水・衛生 エネルギー
経済成長・

雇用

インフラ・産

業化・イノ

ベーション

不平等
持続可能な

都市

持続可能な

生産と消費
気候変動 海洋資源 陸上資源 平和

実施手段・

パートナー

シップ

1 1 1 1

単位 達成率

百万円 133,766 (2018) 167,622 130,015 128.9

件 2 (2019) 7 10 (累計) 70

単位
進捗状況

評価

件 39 (2019) 191 200 (累計) A

社・団体 175 (2019) 188 190 A

事業 コスト

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

現状維持 拡大

基本目標 活力と賑わいのある自立したまち

基本施策 多様な産業の活力あふれるまちづくり

施 策
総合

戦略
強みを活かした新産業の創出

ＳＤＧＳ

と の 関 連
(目標)

成果指標

指標名 現状値(年度) 実績値 目標値(2025) 達成率の主な要因等

製造品出荷額
2022年の実績値。新型コロナ等の影響

がなくなり堅調に推移したものと考える。

新技術・新製品開発件数

評価者

施策評価

シート

評価対象年度　 2024年度 この施策を記入する課等 産業連携開発課

評価者

施 策 の

目指す姿
生産性の高いものづくりやサービス産業が行われているまちを目指します。

産業振興部長 担当者 産業連携開発課長 担当者

担当者 担当者

進捗状況の主な要因等指標名

メルマガ配信や企業懇談会において研究会の

PRを行った。また産業コーディネータ・アドバイ

ザーの企業訪問、研究会活動の活発化により

加入促進を図った。

新型コロナ等の影響がなくなり、補助金の

申請者が増加したため。

国県などの公募型支援金等申請書作成にかかる支援件数

産学官金連携にかかる各種研究会の会員数

コンサルティング業者が携わることが一般的と

なっており、産業コーディネータ・アドバイザーが

携わる機会が減少傾向となっているため。

◆産業連携事業 高い 有効 変わらない 事業効果を落とさず人的な配置や業務分担の工夫などの余地がある。

Ⅱ　有効性 Ⅲ　効率性 評価コメント 今後の方向性

◆企業立地推進事業 高い

施策に関連する主な事務事業の評価

事務事業名(◆実計) Ⅰ　必要性

プ ロ セ ス

指 標

現状値(年度) 実績値 目標値(2025)

工業振興事業 普通 有効 変わらない
工業団地等の維持管理は継続しつつ、企業の販路拡大などの支援については精査し効果的な

支援のあり方に見直す必要がある。

有効 変わらない
立地企業への支援は引き続き継続していく。 企業立地は市にとって大きなメリットが見込まれるの

で引き続き企業誘致に取り組んでいく必要がある。



現状維持

現状維持

現状維持

現状維持

現状維持

「目標達成に向けた取組内容」の成果と今後の方向性

（指標等の分析から、各取組の成果（目指す姿へ向けての寄与度・効果）と課題（現在地）を記載）

地域企業の技術力、経

営基盤の強化

市が事務局を担っている各研究会で最新技術の研修や経済

の動向などを共有している。また産業コーディネータ・アドバイ

ザーが中心となり、地域研究開発促進及び新技術・新製品

開発事業を実施し、新技術の開発を図った。

近年続いている原油価格の高騰やその他資材等の物価

高により、仕入れ単価・輸送コスト、人件費の上昇等が

あり、企業における経営面に大きな影響を与えている。

産業コーディネータ・アドバイザーの横の連携を強化し、市内

企業の個別の課題などを共有するとともに、働きかけを積極的

に進めていく。研究会の活動を活発化し、新技術開発につな

がるきっかけ作りを行う。

拡充

組織横断型推進体制

の確立

イノベートSUZAKA、須坂経営革新塾、AI・IoT活用

研究会などの各研究会は活発に定例会等が開催され

た。市担当課も加わり情報共有を図ることができた。

各研究会の会員企業数は目標値周辺で推移してい

る。重複している参加企業が多く、頭打ちになっている感

がある。

新たな企業の発掘や、時宜にあった講演会の開催など、魅力

ある研究会づくりを図る。産業コーディネータ・アドバイザー間の

連携により、各研究会の枠組みを越えた異業種間連携を図

り、新技術・新製品開発につなげていく。

取組分野

成果 目指す状態・指標達成に向けた課題 課題解決に向けてやるべきこと

（今後の方向性）

企業誘致の推進

インター周辺地区の開発において、開発業者と連携して

企業誘致に努めた。また民間の空き用地の把握に努

め、問い合わせに対するマッチングを図った。

現状、市内には開発可能なまとまった用地がないため、

立地希望企業の意向に応えられない。

市内における空き工場・土地の把握に努めるとともに、開

発可能な用地、手法等を研究し、立地希望企業のニー

ズに対応できるように努める。

販路開拓の支援

受注開拓事業として５事業者に対し、商談会・展示会

への出店費用の一部を補助することで、販路拡大への支

援を行った。

受注の低迷を課題に挙げている事業者も多く、受注開

拓、販路拡大は事業者にとって大きな課題であるもの

の、資金力が不足している。

補助事業による支援のほか、産業コーディネータの活用による

物産フェアや銀座NAGANO等における出品支援および市全

体の商工業のPRによって販路拡大につなげていく。

産学官金連携の促進
イノベートSUZAKAなどの各研究会において、学術機

関、金融機関等にも参加していただき連携を図った。

金融機関は人事異動が頻繁にあり、関係性の構築が継

続しない。

各研究会の定例会等において、学術機関、金融機関に

も参加いただき情報共有、横の連携を図っていく。

提案公募型事業（競

争的資金）の導入

国の「ものづくり補助金」「事業再構築補助金」等につい

て、各企業が申請する際、産業コーディネータが４件の

作成支援等を行った。

民間コンサルタントが携わることが一般的になってきており、産

業コーディネータ・アドバイザーが関わる機会は減少傾向となっ

ているが、費用軽減のためにも申請を検討している企業に対

するアプローチが必要。

産業コーディネータ・アドバイザー間の連携強化を図るとと

もに、企業訪問や各研究会、メールマガジンを活用し、

事業者の公募型事業への申請支援を行っていく。

創業希望者が産業コーディネータ・アドバイザーに相談で

きるように広報に努め、希望者にあった支援を行ってい

く。

現状維持

産学官金連携の場の提

供

イノベートSUZAKAなど各研究会の例例会、講演会当への

出席を依頼した。また、金融機関と小売業、製造業の４者で

カーボンニュートラルの研究を引き続き実施した。

引き続き研究を続けるとともに、新規の事業につなげてい

く必要がある。

各研究会の定例会、意見交換会等への参加を積極的

に促し、企業等との連携の場を提供していく。
現状維持

創業希望者への支援

創業希望者が活用できる補助金やあっせん融資を紹介

した。産業コーディネータ・アドバイザーが創業や販路開拓

を支援した。

市の補助金については、バリエーションが少ないため、十

分な要望に応えられない。

B:概ね順調

手段の最適性

●市が関与する必要性

●市民ニーズとの整合性

●目的への寄与度、貢献度

●事業内容・構成の妥当性

・中小企業は資金力不足とともに時間的余裕や経験も少ないことから、国の補助金活用や申請など市が関与しサポートする必要がある。

・企業の立地希望を鑑みながら、新たに開発可能な産業用地、手法等を研究し、検討する必要がある。

・中小企業は人的資源に乏しいため、市が関与し企業間の情報共有や競争力を高める必要がある。引き続きイノベートSUZAKA。須坂

経営革新塾、AI・IoT活用研究会などの研究会活動や新技術・新製品開発の支援をする。

経営資源の配分

(優先順位づけ)

●コスト削減の方向性

●事業の重点化、重心化

・補助事業は、事業の内容や必要性、将来性やニーズにあった制度になるよう改めて検討し、コスト削減に努める。

・IC周辺開発に立地した企業がそれぞれ操業を開始することに伴い、立地関連補助金の増額が想定されるが、将来の財源確保につなが

ることから、要綱に基づき適切に対応、交付していく。

役割分担の妥当性
●共創のまちづくりに向けた多

様な主体との連携、方向性
・各研究会の活動を中心に、市内外企業・県・学術機関（大学・高専等）・金融機関等と連携し、市産業の発展を促進する。

SDGｓの視点
●該当ゴールへ向けた方向性

●社会・環境・経済の調和

・DX、GX,AI・IoTによる省人化・効率化など技術革新の流れに対応し、経済成長や生産性の向上を図るため、各研究会を活発化させ

るとともに、産業コーディネータ・アドバイザーの連携を強化するとともに、活用をPRし、様々な事業・補助金等に対する支援を推進する。

施策の総合評価／今後の方向性

進捗状況

(ベンチマーキング)

●施策の進捗状況(要因)

●目標達成度

（施策の進捗状況） ・製造品出荷額は、2020年GDP成長率予測等を基に目標値を算出したが、バランスの良い産業構造によって目標値を達

成している。

・新技術・新製品開発件数は年度ごとにバラつきがあるが、企業のニーズや必要性を顧慮したうえで取り組んでいきたい。



計画 4年目
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31

貧困 飢餓 保健 教育 ジェンダー 水・衛生 エネルギー
経済成長・

雇用

インフラ・産

業化・イノ

ベーション

不平等
持続可能

な都市

持続可能

な生産と消

費

気候変動 海洋資源 陸上資源 平和

実施手段・

パートナー

シップ
1 1 1 1 1

単位 達成率

人 117 (2019) 170 130 130.8

単位
進捗状況

評価

％ 77.8 (2019) 86.9 80 A

人 788 (2019) 694 900 C

社 4 (2019) 9 8 A

事業 コスト

現状維持 拡大

現状維持 現状維持

現状維持 現状維持

現状維持 縮小

休止・廃止 皆減

基本目標 活力と賑わいのある自立したまち

基本施策 多様な産業の活力あふれるまちづくり

施 策
総合

戦略
雇用機会の充実と産業人材の育成

ＳＤＧＳ

と の 関 連
(目標)

成果指標

指標名 現状値(年度) 実績値 目標値(2025) 達成率の主な要因等

産業人材育成講座の参加者数
実施講座数の増加により実績知が伸び、

目標値を達成した。

評価者

施策評価

シート

評価対象年度　 2024年度 この施策を記入する課等 産業連携開発課

評価者

施 策 の

目指す姿
働く意欲を持った人たちが、その知識や能力をいかし、豊かな生活を送ることができるまちを目指します。

産業振興部長 担当者 産業連携開発課長 担当者

担当者 担当者

進捗状況の主な要因等指標名

長野地域若者就職促進協議会の会員として

開催するインターンシップフェア事業が実施され

なかったため、実績値が減少した。

高校2年生の職場見学会アンケートで訪問企業に興味を持っ

た人の割合

市が主催・共催する就職相談会への参加者数

商工業団体との会議等において周知を行

い、実績値は順調に推移したが、頭打ちに

なっている感はある。

職場いきいきアドバンスカンパニーへの認証

実績値ha。企業見学会のほか、各高校において地元企業

紹介事業（企業PR）を実施したことで目標値に達した。

2024年度は実績値がないため、2025年度は指標の項目

をアンケートに入れる予定。

勤労者福祉事業 高い 普通 変わらない
中小企業等の勤労者の福祉増進のために必要な事業である。須坂市勤労者互助会の新規会員確保及

び、生活融資利子補給金の利用者増加に向け要因を探り、ニーズを反映した事業を展開していく。

Ⅱ　有効性 Ⅲ　効率性 評価コメント
今後の方向性

雇用促進事業 普通

施策に関連する主な事務事業の評価

事務事業名(◆実計) Ⅰ　必要性

プ ロ セ ス

指 標

現状値(年度) 実績値 目標値(2025)

勤労者研修センター管理

事業
高い 普通 やや向上

指定管理者により、適正に維持管理され、勤労者の福祉向上に寄与している。また直営で運営するよりコス

トを抑えられている。今後は使用料の見直しを実施し、指定管理者による適正な維持管理を継続して行う。

普通 変わらない
就業相談者の多くが悩みを持ち、人生相談のようなものもあり、就業へつなげるのは容易ではないが、引き続

き関係機関と連携を図りながら、一人でも多くの相談者を就業に結びつけることが必要である。

産業人材育成事業 高い 普通

技術情報センター管理運

営事業
やや低い 普通 変わらない

指定管理者による適正な維持管理を行っているが、施設の役割は果たしたと考え、2025年度を

もって廃止する方針。

変わらない
人材育成・人手不足対策として各種講座の開催や補助金による支援は重要。一方で、講座に関しては費

用対効果や必要性を考慮する必要があるため、内容等精査し実施していく必要がある。



拡充

現状維持

現状維持

現状維持

拡充

「目標達成に向けた取組内容」の成果と今後の方向性

（指標等の分析から、各取組の成果（目指す姿へ向けての寄与度・効果）と課題（現在地）を記載）

企業が求める産業人材

の育成支援

須坂地域ものづくり人材育成ネットワークと連携し、品質管理・

実践機械製図・生産革新講座などの技術講座を開催した。加

えて、経営者や若手社員を対象とした独自講座を開催した。

参加企業が偏っている。企業はDX化やAI・IoT、カーボン

ニュートラルなど新規分野での人材を求めており、ニーズに

あった講座内容にしてく必要がある。

時代の変化に伴いDX化やカーボンニュートラルに強い人材が求められ

ている。須坂商工会議所や職業能力開発促進センター（ポリテクセ

ンター）等関係機関と連携し、企業が求める産業人材の育成支援

に努めていく。2025年度は、bota委託事業も実施する。

拡充

若者労働者の確保

職業高校の生徒を対象にインターンシップの受入れを行っ

ており、市内企業２社で２校から３名の受入れを行った。

若者の労働者確保に貢献している。

インターンシップの希望者が減っている。

各高校にインターンシップ受入れ企業をＰＲし、希望者の増加を目

指していく。

昨年度初めて実施した「若手ものづくり技能功労者表彰式」は、若

手のやりがいにつなげ離職を防ぐため継続して実施する。

取組分野
成果 目指す状態・指標達成に向けた課題 課題解決に向けてやるべきこと

（今後の方向性）

働き方改革の推進

ワークライフバランスの促進の一環として職場いきいきアドバ

ンスカンパニー認証制度の周知を行うことで、登録社数を

増やすことができた。

女性が離職せず働くことができる職場環境の改善、多様な

働き方の促進が必要。

ワークライフバランスを促進するため、職場いきいきアドバンスカン

パニー認証制度について機会をとらえ周知を行う。多様な働き

方を推進するために移住希望者に対する就労相談及びUIJ

ターン就業総合移住支援金の周知を行う。

須坂市版デュアルシステ

ムに係わる支援

デュアルシステムの受入れに関し、須坂創成高校と企業と

の調整を行った。デュアルシステム協力企業に８名就職し

た。

就職する生徒が減少しており、協力いただいている企業の

メリットが弱くなっているが、進学後も地元に帰って来てもら

えるよう地元企業の強みなどPRしていく必要がある。

ﾃﾞｭｱﾙｼｽﾃﾑ協力企業の㏚を実施、企業ｲﾒｰｼﾞの向上を図り、ﾃﾞｭｱﾙ

ｼｽﾃﾑ協力企業、市内企業への就職希望生徒を増やす。受入れ企

業のｲﾒｰｼﾞｱｯﾌﾟ、ﾓﾁﾍﾞｰｼｮﾝ向上のため、協力企業会表彰制度を

創設する。

就業支援センター（愛

称「ゆめわーく須坂」）の

充実

求職者等に対し就業相談を実施するとともに、ハローワーク須坂及び

子ども課と連携し子育て世帯に対する就業相談を実施した。また、求

職者の早期就業に向けたセミナーを開催した。まいさぽ須坂など関係

機関と連携しながら事業を進めることができた。

就業相談者の多くが悩みを持ち、人生相談のようなものもあ

り、就業へつなげるのは容易ではないが、関係機関と連携を図

り、セミナー等を通じて早期就業に向け支援する必要がある。

一人でも多くの相談者を就業に結びつけるため、様々な機

関と連携を図り、相談者へ情報発信を積極的に行う。

職業観の早期醸成

須坂職業安定協会と連携し市内外の高等学校で地元

企業紹介事業を実施した。ものづくりに興味を持つきっか

けとするため、子ども向けものづくり講座を開催した。

就職する生徒が減少しているが、Iﾀｰﾝ・Uﾀｰﾝ等含め、進

学後も地元に帰ってきてもらえるよう地元企業の強み等を

PRし、併せて新たな魅力づくりを支援する必要がある。

ものづくりへの関心を高めるため小中学生へのものづくり講座の開催、

高校生・大学生への地元企業紹介・インターンシップなどを継続的に

実施していく。2025年度は、bota委託事業も実施する。

B:概ね順調

手段の最適性

●市が関与する必要性

●市民ニーズとの整合性

●目的への寄与度、貢献度

●事業内容・構成の妥当性

・人手、人材不足は喫緊の課題であるため、デュアルシステムの就業体験や専門高校でのインターンシップなどにより、企業の人材確保と

若者が地地域で働く機会を得られるように支援していくことが必要。

・市内外の高校を対象に地元企業紹介事業を実施し、学生及び企業から好評であったため、今後も継続して実施して実施していく。地

元企業への就業率向上に向け、内容を充実させていくことが必要。

経営資源の配分

(優先順位づけ)

●コスト削減の方向性

●事業の重点化、重心化

・勤労者研修センターについては、施設使用料を見直すことにより財源確保に努め、利用者の増加に向け周知を行う。

・技術情報センターについては2025年度をもって廃止する方向。

・企業の人材不足に対しては、協定を締結したタイミー及びハローワーク須坂と連携し、若者、子育て、シニア世代など多様な人材の掘起こしを行うことが必要。

役割分担の妥当性
●共創のまちづくりに向けた多

様な主体との連携、方向性

・デュアルシステムでは引き続き高校・協力企業と連携して事業推進を図る。

・就業支援センター、ハローワーク、関係機関と連携し、就業を希望するすべての市民が就労できるよう相談体制を充実する。

SDGｓの視点
●該当ゴールへ向けた方向性

●社会・環境・経済の調和

・デュアルシステムや地元企業紹介事業を継続し、次世代産業の人材確保を図るとともに若者には雇用の機会を提供する。

・企業が求める人材を育成するため、関係機関と連携し、ＤＸ・ＧＸ・ＡＩ関連など時代に即した講座を開催する。

施策の総合評価／今後の方向性

進捗状況

(ベンチマーキング)

●施策の進捗状況(要因)

●目標達成度

（施策の進捗状況） ・産業人材の育成については、須坂地域ものづくり人材育成ネットワークを中心にポリテクセンター長野・学術機関等

と連携し、品質管理講座など専門的な技術講座を実施した。併せて、経営者や若手社員を対象とした独自講座

を開催し、目標値を達成している。



計画 4年目

6

12

32

貧困 飢餓 保健 教育 ジェンダー 水・衛生 エネルギー
経済成長・

雇用

インフラ・産

業化・イノ

ベーション

不平等
持続可能な

都市

持続可能な

生産と消費
気候変動 海洋資源 陸上資源 平和

実施手段・

パートナー

シップ

1 1 1 1 1

単位 達成率

億円 852.9 (2016) - 900 #VALUE!

％ 19.9 (2019) 33.4 (意識調査'23) 25 133.6

％ 58.2 (2019) 62.1 (意識調査'23) 65 95.5

単位
進捗状況

評価

店舗 5 (2019) 36 37 A

事業 コスト

現状維持 現状維持

拡充 拡大

基本目標 活力と賑わいのある自立したまち

基本施策 交流と賑わいのあるまちづくり

施 策
総合

戦略
商業の活性化

ＳＤＧＳ

と の 関 連
(目標)

成果指標

指標名 現状値(年度) 実績値 目標値(2025) 達成率の主な要因等

年間商品販売額（除：インター周辺開発に関する金額）
2014年商業統計調査を最後に未調査

のため把握できない。

「商業の活性化」の満足度

「日用品などできるだけ市内のお店で買い物するようにしてい

る」人の割合

市内にスーパー・コンビニ・ドラックストアの店

舗が多く、近隣で買い物ができる。

評価者

施策評価

シート

評価対象年度　 2024年度 この施策を記入する課等 商業観光課

評価者

施 策 の

目指す姿
個性的で魅力のある店が集まり、歴史ある町並みを感じながら歩いて買い物を楽しめるまちを目指します。

産業振興部長 担当者 商業観光課長 担当者

担当者 担当者

進捗状況の主な要因等指標名

買い物手段の多様化により小売店が減少す

る中、ｲｵﾝﾓｰﾙ開業を期待する声が多い。

新規開設店舗累計数

次年度最終年だが、目標達成見込み。わざ

わざ店補助金のほか、創業セミナー・制度資

金融資あっせん・やまじゅうチャレンジショップ

等、ニーズに合った支援を進める。

◆商業振興事業 高い 有効 変わらない
限定的で一過性のイベント補助などの支援に対する効果検証が必要。 市の商業全体の底上げに

つながるような効果的な支援を検討する必要がある。

Ⅱ　有効性 Ⅲ　効率性 評価コメント 今後の方向性
施策に関連する主な事務事業の評価

事務事業名(◆実計) Ⅰ　必要性

プ ロ セ ス

指 標

現状値(年度) 実績値 目標値(2025)

金融対策事業 高い 普通 変わらない
中小企業の安定的な経営をしていくうえで資金需要は必要不可欠で市としても支援していく必要がある。 

経済は外的要因で大きく変化するため、大枠は変えずとも内容を臨機応変に変えることも必要。



縮小

現状維持

拡充

現状維持

「目標達成に向けた取組内容」の成果と今後の方向性

（指標等の分析から、各取組の成果（目指す姿へ向けての寄与度・効果）と課題（現在地）を記載）

魅力的で個性的な店へ

の支援

わざわざ店等開設支援事業補助金を活用し、新たに６

店舗が開店し空き店舗の解消と賑わいづくりにつなげた。

空き店舗物件を探す方が増えており、空き店舗の把握と

出店希望者のマッチング、関係機関と連携し一体的な

支援が必要。

既存の補助制度及び関係団体等と協力した創業支援

等の活用と地域のネットワークを活用した空き店舗情報

収集と創業したい方とのマッチング支援を行う。

現状維持

インフラ整備支援
商店街街路灯の改修工事費・電気料の助成をし、街の

賑わい創出、歩行者の安全確保につなげた。

電気料・物価高騰により各団体の負担が増している。小

売店減少に伴い、商店街(団体)の形態が多様化し住

民を巻き込んだ街路灯の維持管理となっている。

商店街の歩行者安全確保のため街路灯の維持管理費

の補助を引き続き行う。

取組分野

成果 目指す状態・指標達成に向けた課題 課題解決に向けてやるべきこと

（今後の方向性）

大型商業施設との連携

と機能活用

イオンモール須坂内に(仮称)須坂市ブース設置。

（2025年）

ＷＡＯＮポイントの地域での相互利用（2025年）

イオンモールと地域との具体的な連携施策の検討

（仮称）須坂市ブースの活用による市街地との相互連

携

イオンモールとの相互誘客施策の検討。

創業及び事業承継への

支援

商工会議所・金融機関と連携し制度資金融資あっせん(保

証料・利子補給)、やまじゅうチャレンジショップ活用等による創

業支援を行い、市内への創業につなげた。

国の認定を受けた創業支援計画に基づき、関係機関で

連携し、一体的な支援が必要。

やまじゅうチャレンジショップ活用及び指定管理者による創業

支援、創業支援計画に基づき、関係機関と協力し、起業を

目指す方に親身な支援を行う。産業CO、ADの活用

集客イベントなどへの支

援

中心市街地活性化(賑わい創出)イベント等を開催し、賑わ

い創出につなげた。（えびす講・りょうかい市場・カレーだねフェ

ス・スクラッチくじ感謝祭・紙芝居のさとまつり等）

国の支援の終了後、イベント開催を継続できるか。効果

が一過性で終わってしまい、なかなか継続した効果が見

出せない。

廃止を含めた検討をすすめる。

B:概ね順調

手段の最適性

●市が関与する必要性

●市民ニーズとの整合性

●目的への寄与度、貢献度

●事業内容・構成の妥当性

・市街地の商店街形成が縮小し、コミュニティの希薄化が進んでいる。面から点へ、個性的で魅力のある個店の誘致を図るための補助制度や関係団

体と一体となった創業支援等による空き店舗解消により地域の賑わい創出と魅力アップのために一定の市の関与は必要であり、市民ニーズもあり、寄

与度、貢献度も高い。

・2025年10月にイオンモール須坂が開業する。市内の商業の構図が大きく変わることが予想され、その影響について注視していく必要がある。

経営資源の配分

(優先順位づけ)

●コスト削減の方向性

●事業の重点化、重心化
・イベント支援制度の見直し（中心市街地活性化事業補助金、恋人の聖地委託事業廃止の検討）

役割分担の妥当性
●共創のまちづくりに向けた多

様な主体との連携、方向性

・目的に達成に向け積極的に商業振興や地域の活性化に取り組む多様な団体と連携を継続する。

・商工会議所、金融機関等と連携し取り組み、中小企業の経営安定に向け継続する。

SDGｓの視点
●該当ゴールへ向けた方向性

●社会・環境・経済の調和

人口減少や物価高騰等により社会と経済の調和が難しいことがうかがえる。社会情勢に合わせ各種支援策の充実を図り、社会と経済の

バランス（持続可能性）を図っていく。

施策の総合評価／今後の方向性

進捗状況

(ベンチマーキング)

●施策の進捗状況(要因)

●目標達成度

（施策の進捗状況） 進捗状況は概ね順調だが、買い物手段の多様化により小売店が減少し商店街形成が衰退している。一方、重要伝統的建造物群に指

定された市街地において個性的で魅力的な店舗の開業を希望する方も増えている状況。引き続き、空き店舗解消に向け創業希望者へ

の支援を進めるほか、イオンモール須坂と既存店との連携支援、人材不足に対しキャッシュレス化支援など行っていく必要がある。



計画 4年目

6

12

33

貧困 飢餓 保健 教育 ジェンダー 水・衛生 エネルギー
経済成長・

雇用

インフラ・産

業化・イノ

ベーション

不平等
持続可能な

都市

持続可能な

生産と消費
気候変動 海洋資源 陸上資源 平和

実施手段・

パートナー

シップ

1 1 1 1

単位 達成率

％ 12.4 (2019) 23.8 (意識調査'23) 25 95.2

％ 20 (2019) 26.5 (意識調査'23) 25 106

単位
進捗状況

評価

人 816,200 (2019) 723,800 800,000 B

事業 コスト

現状維持 現状維持

縮小 縮小

現状維持 現状維持

縮小 現状維持

基本目標 活力と賑わいのある自立したまち

基本施策 交流と賑わいのあるまちづくり

施 策
総合

戦略
地域資源を活かした観光の振興

ＳＤＧＳ

と の 関 連
(目標)

成果指標

指標名 現状値(年度) 実績値 目標値(2025) 達成率の主な要因等

「観光産業の振興」の満足度
情報発信を中心にPRを行ったが、コロナ

禍前の数字には戻ってきてはない。

「須坂市を観光地として市外の人にすすめている」人の割合

評価者

施策評価

シート

評価対象年度　 2024年度 この施策を記入する課等 商業観光課

評価者

施 策 の

目指す姿

●蔵の町並み、素晴らしい自然や景観などの観光資源を磨き、須坂でしかできない体験を観光客に提供できるまちを目指します。

●豊かな自然と歴史文化に恵まれた観光資源を磨き、市民にも訪れた人にもやさしいまちを目指します。

産業振興部長 担当者 商業観光課長 担当者

担当者 担当者

進捗状況の主な要因等指標名

米子大瀑布については、積極的なPRを

行った結果、メディア露出が増えた。

観光地利用者数

コロナ禍を経て、大人数での旅行機会が

減っているが、観光PR事業やSNS等によ

る情報発信を積極的に行っていく。

◆観光・誘客宣伝事業 普通 普通 変わらない 事業全体の経費の見直しが必要。 委託事業の効果の有効性などを検証する必要がある。

Ⅱ　有効性 Ⅲ　効率性 評価コメント 今後の方向性

◆観光施設整備事業 高い

施策に関連する主な事務事業の評価

事務事業名(◆実計) Ⅰ　必要性

プ ロ セ ス

指 標

現状値(年度) 実績値 目標値(2025)

観光施設管理事業 高い 有効 やや向上
施設の必要性や指定管理者制、費用対効果などを精査する必要あり。「湯っ蔵んど」は民間移

譲に向け準備中。

有効 変わらない 修繕工事は優先順位をつけ必要最小限とどめる。

シルキーホール管理事業 やや低い 有効 やや悪化
維持管理経費が年々増加しており、市が所有する必要性や指定管理のあり方など多面的に検

討が必要。



現状維持

現状維持

現状維持

現状維持

「目標達成に向けた取組内容」の成果と今後の方向性

（指標等の分析から、各取組の成果（目指す姿へ向けての寄与度・効果）と課題（現在地）を記載）

観光情報の発信

観光協会に委託し、VR映像の制作やｽｲｰﾂｽﾀﾝﾌﾟﾗﾘｰ

等のイベントを実施。SNS等での情報発信を行うことで、

イベントでは来場者数も年々増加してきている。

委託事業の効果検証が難しい。
費用対効果など検証しながら、より効率的な情報発信

ができないか検討・協議していく。
縮小

既存観光資源の連携と

活用

強みである「フルーツ」を活用した体験型旅行商品の開

発や重伝建地区・峰の原高原・五味池破風高原の関

係者と連携しながら観光客誘致に努めた。

フルーツを活用したツアーを既存の観光地とどう結びつけ

ていくか検討が必要。

重伝建地区を資源とした観光戦略

自然、歴史、文化など地域資源を活用した観光商品の

開発

観光ガイドの人材養成。

取組分野

成果 目指す状態・指標達成に向けた課題 課題解決に向けてやるべきこと

（今後の方向性）

広域観光資源の連携と

広報

観光協会及び須高３市町村と情報共有し、今後、イン

バウンド対策も含めた事業を検討した。

地域との温度差を感じるため、さらに連携を図っていく必

要がある。

３市町村との定期的な情報共有の場を設けながら、観

光客増加につながる事業展開をしていく。

観光施設の適正な管理

来場者に対する環境改善対策として米子大瀑布の遊

歩道整備及び湯っ蔵んどの施設修繕等を実施

クロスカントリーコースにネーミングライツの導入

施設の老朽化による劣化が著しく、維持コストが負担と

なっている。

施設の維持管理コスト、費用対効果、財源確保などの

多方面で検討し存廃を検討（民間でできるものであれ

ば民間へ、廃止を含めて）。

インバウンド（外国人旅

行者）対策

英語版パンフレットを作成し、受入体制の充実を図った。

また、エージェントに対し日本文化やスイーツ作り体験を

実施し、魅力ある場所としてPRに努めた。

インバウンド向けの情報発信をターゲット層にピンポイント

に伝えるためには、広報戦略が必要である。

受入体制の充実や積極的な情報発信に努め、インバウ

ンド客増加につなげる。

B:概ね順調

手段の最適性

●市が関与する必要性

●市民ニーズとの整合性

●目的への寄与度、貢献度

●事業内容・構成の妥当性

・市内の観光資源を市外の方に評価してもらうことで、市民が地域に対する愛着や誇りを再確認でき、シビックプライドの醸成が生まれる。

・「須坂」の地名を知ってもらう（有名になる）ことは市民にとっても誇りになる。

・観光業務の主体は観光協会等への委託事業で、事業内容の有効性や効率性など検証する必要がある。

経営資源の配分

(優先順位づけ)

●コスト削減の方向性

●事業の重点化、重心化

・観光事業委託では継続できる事業の精査や費用対効果等を検証し、効率的な事業になるよう観光協会等と協議していく。

・山岳観光地における維持管理費に対する財源確保の方策の検討。・SNSなど広報媒体のデジタル化。・ネーミングライツの導入

・市全体における観光収入に対する投下費用を調査研究する必要がある。・既存観光施設の投資効果の検証。

役割分担の妥当性
●共創のまちづくりに向けた多

様な主体との連携、方向性

・地域住民や関係団体等の意見を取り入れながら、更なる観光の魅力を発信していく。

・近隣市町村や観光団体等との連携をしながら、横断的かつ効果的な事業を進めていく。

SDGｓの視点
●該当ゴールへ向けた方向性

●社会・環境・経済の調和
・観光施設の省エネ対応。高原地（自然）の適切な管理や保護の取組

施策の総合評価／今後の方向性

進捗状況

(ベンチマーキング)

●施策の進捗状況(要因)

●目標達成度

（施策の進捗状況）
米子大瀑布、カッタカタまつり、信州すざか大菊花展、さくらまつりなどイベントの集客が好調だった。県内外におけるプ

ロモーション事業を通じ、市内への誘客を図った。



計画 4年目

6

12

34

貧困 飢餓 保健 教育 ジェンダー 水・衛生 エネルギー
経済成長・

雇用

インフラ・産

業化・イノ

ベーション

不平等
持続可能な

都市

持続可能な

生産と消費
気候変動 海洋資源 陸上資源 平和

実施手段・

パートナー

シップ

1 1 1 1 1

単位 達成率

％ 13.6 (2019) - 20 -

％ 28.2 (2019) 39.8 (意識調査'23) 35 113.7

％ 20 (2019) 26.5 (意識調査'23) 25 106

単位
進捗状況

評価

件 50 (2019) 125 75 A

事業 コスト

縮小 縮小

休止・廃止 皆減

現状維持 現状維持

基本目標 活力と賑わいのある自立したまち

基本施策 交流と賑わいのあるまちづくり

施 策
総合

戦略
特色を生かした地域振興の推進

ＳＤＧＳ

と の 関 連
(目標)

成果指標

指標名 現状値(年度) 実績値 目標値(2025) 達成率の主な要因等

「地域ブランド調査」による須坂市の認知度
調査方法から地域ブランド調査の数値が

適当でないと判断した。

「特産品を市外の人にすすめている」人の割合

「須坂市を観光地として市外の人にすすめている」の割合
ふるさと納税の寄附額増に伴い、市民の観光

地に対する意識も向上したと推察する。

評価者

施策評価

シート

評価対象年度　 2024年度 この施策を記入する課等 政策推進課

評価者

施 策 の

目指す姿
須坂市の様々な魅力が全国に発信され、全国に広く認知されることにより、産業の活性化や交流人口・関係人口の増加につながるまちを目指します。

総務部長 担当者 政策推進課長 担当者

担当者 担当者

進捗状況の主な要因等指標名

ふるさと納税の寄附額増に伴い、市民の地場

産品に対する意識も向上したと推察する。

信州須坂ふるさと応援寄附金の返礼品提供事業者数
寄附額が大幅に増加したことに伴い、事

業者数が増加した。

◆信州須坂ふるさと応援

寄附金事業
高い 有効 向上

地場産品を全国に効果的にPRでき、産業振興に大きく貢献できた。今後は、ふるさと納税再開

に向けて、運営体制の強化、事業者とのさらなる連携などを図る。

Ⅱ　有効性 Ⅲ　効率性 評価コメント 今後の方向性

◆蔵の町並みキャンパス

運営助成事業
高い

施策に関連する主な事務事業の評価

事務事業名(◆実計) Ⅰ　必要性

プ ロ セ ス

指 標

現状値(年度) 実績値 目標値(2025)

地域活性化事業 やや低い あまり有効ではない やや悪化 必要性や効果の薄い事業については、事業の見直しを行っていく。

有効 やや向上
学生がキャンパスとして歴史と文化の遺産である蔵造り等の建物の残る街に入り研究・交流ことに

より、地域の活性化やまちづくりつながる。



休止・廃止

現状維持

現状維持

「目標達成に向けた取組内容」の成果と今後の方向性

（指標等の分析から、各取組の成果（目指す姿へ向けての寄与度・効果）と課題（現在地）を記載）

信州須坂ふるさと応援

団など人的ネットワークの

構築

移住相談会参加者に対しメルマガへの加入を促し、これ

まで1,300人以上の登録を行ってきた。これにより市の

情報を定期的に移住希望者に発信することができた。

移住希望者に移住候補地として認知してもらうため、情

報発信が重要になってくることから、メルマガに掲載する情

報等を精査する必要がある。

メルマガの発信が移住の一助になるよう内容に関しては、

その都度見直し、必要な情報等を随時提供する。
現状維持

地域づくりへの支援

地域づくり団体等の元気づくり支援金やコミュニティ助成

の申請をサポートするなどして、団体等の活動を支援する

ことができた。

地域活性化のため、より多くの地域づくり団体等が主体

的に地域づくり事業を行っていただくことが望ましい。

各種助成金制度を様々な広報媒体を活用して周知す

る。

取組分野

成果 目指す状態・指標達成に向けた課題 課題解決に向けてやるべきこと

（今後の方向性）

｢産学官民｣の連携推

進

イノベートSUZAKA、AI・IoT活用研究会、須坂アオハ

ル塾、蔵の町並みキャンパス事業などの活動によりり産学

官民の連携推進を図った。

産学官民連携は継続性が求められ、人材育成や研究

活動を着実に積み重ねていく必要がある。

地域振興に関する様々な分野で大学や企業等と連携

を図る。

信州須坂ふるさと応援

寄附金の取組み

これまで全国や他自治体の動向を注視しながら、企画と

業務運営を行ってきた。寄附受入件数は2019年度か

ら５年連続で県内１位を維持することができた。

総務省からふるさと納税の指定取消処分が下りたことか

ら、事業を休止（2年間）する。今後は、再発防止策

や組織運営について検討していく必要がある。

産地偽装の再発防止策や組織の運営体制の強化につ

いて検討し、2年後の円滑な再開を目指す。

B:概ね順調

手段の最適性

●市が関与する必要性

●市民ニーズとの整合性

●目的への寄与度、貢献度

●事業内容・構成の妥当性

総務省からふるさと納税の指定取消処分が下りたことから、事業を休止（2年間）する。ふるさと納税は地域振興のみならず、安定した財

政運営への寄与度も極めて高い事業であり、再発防止策や組織運営について検討し、再開を目指す。

経営資源の配分

(優先順位づけ)

●コスト削減の方向性

●事業の重点化、重心化

総務省からふるさと納税の指定取消処分が下りたことから、事業を休止（2年間）する。再開へ向けて、経費率（寄附額の50％以下）

を勘案しながら、事業運営方針や組織体制などについて検討していく。全国的な寄附動向も注視しながら、費用対効果の高い事業運営

を目指す。

役割分担の妥当性
●共創のまちづくりに向けた多

様な主体との連携、方向性

総務省からふるさと納税の指定取消処分が下りたことから、事業を休止（2年間）する。ふるさと納税の事業運営には市内多数の事業者（生産

者）との共創が不可欠。再開時に協力いただけるよう、休止期間中も事業者を応援（SNS等で事業者の情報を発信、応援メッセージ等）するなど

して、引き続き密に連携する。

SDGｓの視点
●該当ゴールへ向けた方向性

●社会・環境・経済の調和

総務省からふるさと納税の指定取消処分が下りたことから、事業を休止（2年間）する。再開に向けては、SDGｓを意識した事業運営構

築していく。

施策の総合評価／今後の方向性

進捗状況

(ベンチマーキング)

●施策の進捗状況(要因)

●目標達成度

（施策の進捗状況）
信州須坂ふるさと応援寄附金事業については、事務改善と工夫した新規企画展開により事業効果を高めており、成

果は目標達成度にも表れている。


